
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

令和8年度須賀川市学校給食費補助
金支給事業【物価高騰対応重点支援
金】

①物価高騰の影響を大きく受けている学校給食に対し、市
内小学校に対しては国/県からの基準額に基づく支援額を
超える分を補助し、市内中学校には給食費高騰分を支援
することにより、学校給食の栄養バランスや質を維持しつ
つ保護者負担の軽減を図る。
②学校給食費への補助（教職員は除く）
③市内小中学校を対象に、小学校は国/県からの支援額を
超える分の児童一人当たり11,166円、中学校は給食費高
騰分の生徒一人当たり12,000円を支援する。
小学校：11,166円×3,726人≒41,605千円
中学校：12,000円×1,912人＝22,944千円
④市内小中学校25校（児童生徒及びその保護者）

R8.4 R9.3

3
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

令和8年度保育施設等給食食材高騰
対策事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を大きく受
ける子育て世帯を支援するため、給食費の全額を公費で
負担することにより、子育て世帯の負担を軽減する。
②給食費（教職員は除く）
③令和8年度給食費の無償化分（決算見込額）91,222千円
・公立保育所（2施設）　5,472千円（予算額）　対象者80名
・私立認可及び認可外保育施設　10,581千円（予算額）　対
象者178名
・公立認定こども園（5施設）16,280千円（予算額）　対象者
238名
・私立認定こども園　48,909千円（予算額）　対象者843名
・公立及び私立幼稚園　9,980千円（予算額）うち国及び県
補助637千円(対象外経費)　対象者164名
④市内に住所を有し、保育施設に通っている子どもがいる
子育て世帯

R8.4 R9.3

4
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

令和8年度家庭ごみ分別収集運搬事
業者支援事業【物価高騰対応重点支
援金】

①物価高騰下においても家庭ごみ収集事業の安定的な実
施を図るため、車両燃料代等の価格高騰に直面する市内
家庭ごみ分別収集運搬業者へ支援を図る。
②物価高騰分を廃棄物処理等業務委託料へ充当
③令和8年度予算額－基準年度決算額（令和3年度）
294,468千円－256,710千円＝37,758千円
事業費のうち一部に一般財源256,710千円を当てる。
④家庭ごみ分別収集運搬事業者（全6業者）
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